










概要

プライマリヘルスケア(PHC)の基本原則の一つである地域資源の有効活用 Community

Resources Mobilization という概念は、WHO によれば先進国でも開発途上国でも共通の重

要な課題の一つであるとされる。昨年われわれは日本の母子保健福祉分野における地域資

源の有効活用を考えるときに、まず現在どれくらいの地域資源が存在しているかを量的に

評価することが重要と考え、保健・福祉要員の現在数を職種ごとに算定し、人口 10 万人

規模の地域における地域資源の量的分析を行なった。それによると医療に関する地域資源

は比較的恵まれていたが、障害児にかかわる人材の乏しさが明らかとなった。母子保健に

かかわるボランティア人材も地域格差が非常に大きいのが特徴であった。このような結果

を踏まえ、今回は都市部(東京都豊島区)、離島(宮古島)、山村(鳥取県根雨)など小地域に

おける地域資源の質的分析を行ない、地域におけるニーズと人的資源のバランスについて

評価した。

 人口動態統計、乳幼児健診の実績、就学前の障害児の種類と実績でみる限り、都市部、

離島、山村部の間に対象の疾病構造の大きな相違はないと言える。これらに関わる医療関

係者は都市部では全国平均を大きく上回ることが多かったが、離島、山村では下回ること

が多かった。また、リハビリテーションに関わる職種は離島、山村で圧倒的に不足してい

ることが多く、是正すべき人材の地域間の偏在が明らかである。この中で特筆すべきは保

健婦は 3地域とも全国平均を上回り、特に山村で約 2倍であり、民生委員については都市

部で全国平均を下回ったの比し、離島、山村で全国平均を上回ったことであろう。また、

母子保健推進員が離島で全国平均を上回ったことと併せ、これらの職種、ボランティア人

材が地域の保健医療において不足する医療職を時に補い、地域共同体の中で重要な役割を

担っていることが推定された。


